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分類についての説明・意見等

　地域防災計画の修正やそれに基づく体制の整備など、区の災害対
策の基本となる施策であり、特に優先度の高い施策である。

《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

○東日本大震災の状況を検証・分析し、区災害対策本部の活動態勢の見直しや地域防災力の
　向上のための施策を充実するなど、荒川区地域防災計画の修正を行う。
○地域の防災力向上を図るため、講習会等を実施し、地域で活動するリーダーを育成する。
○各部課がより密接に連携し、互いが補完しあいながら効率的に活動できる態勢を確保する
　ことにより、災害時の情報収集・応急活動態勢等の充実・強化を図る。
○区及び防災関係機関が連携・協力して、応急活動・復旧活動が行えるよう、防災会議を
　はじめ、さまざまな機会を通して、それぞれの活動態勢や重点課題を共有化することに
　より、区全体の防災対策の向上を図る。
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○防災対策は、区民生活全般に関わり、その範囲が多岐にわたるため、庁内関係部署の連携
　した取組みを始め、区と区民、地域団体、防災関係機関などと連携して推進する必要が
　ある。
　また防災区民組織を始め、各防災関係機関が地域防災計画を実施・推進できるよう支援す
　る必要がある。

施策の成果とする指標名

14,000人12,500人

防災区民組織主催
訓練実施率

77% 83% 87%

政策 防災・防犯のまちづくり[11]

指標の推移
目標値
(28年度)

20,000人

22年度 23年度

13,259人 11,772人

24年度
(見込)

施策名

関連部課名 防災都市づくり部建築課・土木管理課

  区民の生命・財産を守るため、震災等による被害の軽減を図るべく、総合的な災害対策を推進す
る。
　日本の災害史上においても未曾有の東日本大震災での様々な防災上の課題や問題点を検証する。
　都市部に大きな被害をもたらした阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、総合的な観点から災害対策
全般について検討を行い、応急活動や復興活動の充実・強化を図る。
　また、災害時には、高齢者や障がい者等の支援など、地域住民が共に助け合い、被害を最小限に
抑制することが重要であるため、その活動の根幹である防災区民組織等の強化に努めるとともに、
各種防災訓練の推進など、区民の防災意識の高揚を図る。

行政評価
事業体系

分野 安全安心都市[Ⅵ]

部課名
課長名

施策No災害時における体制の強化 11-01
内線

区民生活部防災課
大関 491

21年度
指標に関する説明

100％

参加者（区実施＋町会実施）

実施町会／全町会
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合　計 118,603 149,626

地域のリーダーの増加と、区民
の啓発を図る必要がある

326 1,617 推進 推進

推進

1,475

09-04-03 3

03-06-17 10,624 16,847

09-01-19

3

水防対策費 2,010

継続

推進

推進

03-06-10 35,565 48,604 推進

重点的
に推進

継続

28,575

14,330 推進

2,890 推進

防災普及啓発事業 03-06-05

4,447

03-06-03

防災訓練費

24年度
設　定

事務事業名
決算額（千円）

23年度

防災無線設置費

03-06-16 10,421 10,521

03-06-07

重点的
に推進

03-06-02

応急活動態勢整備

26,955

8,822 10,720

03-06-04

継続11,617

03-06-06

施策を構成する事務事業の分類

警戒待機制度

防災計画費

分類についての説明・意見等

区の災害対策の基本計画を見直
す上で最優先すべき

事務事業
No

施策推進のため
の分類
25年度
設　定

11,614

-

7,444

応急危険度判定員制度

防災センター事業費

防災センター管理費

災害時地域貢献建築物の
認定制度

消防団補助等

防災区民組織の指導育成

03-06-01

22年度

128 420
重点的
に推進

職員の初期態勢の基本となる事
業であり態勢を維持する

災害時の区民への有力な情報連
絡手段であり優先度は高い

推進

重点的
に推進

地域の防災力等の向上のためよ
り効果的な支援を行う

地域の防災力等を高めるうえで
必要

地域の防災力等を高めるうえで
必要

推進
職員の災害時の活動の基本とな
る事業であり優先度は高い

重点的
に推進

現状の規模で実施

講座等を充実し、防災意識の向
上を図る
認定建築物は地域防災力の向上
に役立つ

推進

継続

継続

余震時の二次被害を防止し、区
民の安全の確保を図るため、引
き続き継続して取り組む必要が
ある。

09-05-01 2,251

継続 継続

推進

継続

局地的な豪雨による浸水被害に対
処するためにも優先度が高い

推進


